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第１章 銀行の業務範囲規制――Banking と Commerce の分離―― 

 
                         東京大学名誉教授 岩原紳作 

 
Ⅰ 総説 

(1) 日本における銀行に係る業務範囲規制の概要 

 銀行法によれば、銀行が営むことのできる業務は、銀行免許を受けた銀行のみが営める

業務（銀行の「排他的業務」と呼びうる）である「預金又は定期積金の受入れ」（以下、

「預金等の受入れ」と略す）及び「為替取引」（銀行法 2 条 2 項・3 条・4 条 1 項・10 条 1

項 1 号・2 号）、銀行である以上当然に営むことのできる排他的業務以外の業務である「資

金の貸付」及び「手形割引」（排他的業務と併せて銀行の「固有業務」と呼ばれる）の他

（銀行法 10 条 1 項）、これら固有業務に付随する業務（銀行の「付随業務」と呼ばれる。

銀行法 10 条 2 項）以外は、銀行法 11 条（銀行の「他業有価証券関連業務」と呼ばれる）

及び他の法律により特に認められた業務（銀行の「法定他業」と呼ばれる）に限られる

（銀行法 12 条）1。銀行法に付随業務として例示されているのは、「債務の保証又は手形の

引受け」、「有価証券の売買又は有価証券関連デリバティブ取引」、「有価証券の貸付」、「国

債等の引受け又は当該引受けに係る国債等の募集の取扱い」、「金融債権の取得又は譲渡」、

「特定社債等の引受け又は当該引受けに係る特定社債等の募集の取扱い」、「短期社債等の

取得又は譲渡」、「有価証券の私募の取扱い」、「地方債又は社債その他の債券の募集又は管

理の受託」、「銀行その他金融業を行う者の業務の代理又は媒介」、「外国銀行の業務の代理

又は媒介」、「国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱い」、

「振替業」、「両替」、「デリバティブ取引であって内閣府令で定めるもの」、「デリバティブ

取引の媒介、取次ぎ又は代理」、「金融等デリバティブ取引のうち銀行の経営の健全性を損

なうおそれがないと認められる取引として内閣府令で定めるもの」、「金融等デリバティブ

取引の媒介、取次ぎ又は代理」、「有価証券関連デリバティブ取引」、「有価証券関連デリバ

ティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理」、「ファイナンス・リース業務」、「ファイナンス・リ

ース業務の代理又は媒介」、「データバンク業務」、「当該銀行の保有する人材、情報通信技

術、設備その他の当該銀行の営む銀行業に係る経営資源を主として活用して営む業務であ

って、地域の活性化、産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築に資する業務と

して内閣府令で定めるもの」等である（銀行法 10 条 2 項、銀行法施行規則 12 条～13 条の

2 の 4）。この他、銀行法 10 条 2 項柱書の解釈に基づく付随業務が認められる2。 

 
1 小山嘉昭『銀行法精義』（金融財政事情研究会、2018 年）60 頁以下・107 頁以下、岩原

紳作『商事法論集Ⅱ・金融法論集（上）金融・銀行』（商事法務、2017 年）55 頁以下参

照。 
2 小山・前掲注 1) 166 頁以下、今井克典「銀行の付随業務の意義(1)」名古屋大学法政論

集 280 号（2018 年）41 頁、同「銀行の付随業務の意義（2・完）」名古屋大学法政論集 282

号（2019 年）239 頁参照。なお以下本稿につき、岩原紳作「日本における銀行規制の現状

と課題」金融庁金融研究センター・ディスカッションペーパーDP2020-3（2020 年 11 月）

参照。 
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またこれに準じる内容で、銀行の子会社が営むことができる業務や3、銀行持株会社の子

会社が営むことができる業務も限定されている4。即ち、銀行又は銀行の子会社の基本業務

遂行に必要な業務を営む「従属業務」や「金融関連業務」を専ら営む会社、「銀行」、「長

期信用銀行」、「資金移動専門会社」、「証券専門会社」、「証券仲介専門会社」、「有価証券等

仲介業及びその付随業務等を専ら営む金融サービス仲介業者」、「保険会社」、「少額短期保

険会社」、「信託専門会社」、「銀行業を営む外国の会社」、「有価証券関連業を営む外国の会

社」、「外国保険会社」、「外国信託会社」、「新たな業務分野を開拓する会社」、「経営の向上

に相当程度寄与すると認められる新たな事業活動を行う会社」、「地域の活性化に資すると

認められる事業活動を行う会社」、「情報通信技術その他の技術を活用した当該銀行の営む

銀行業の高度化若しくは当該銀行の利用者の利便の向上に資する業務若しくは地域の活性

化、産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築に資する業務又はこれらに資する

と見込まれる業務を営む会社」、及びこれらの会社のみを子会社とする持株会社（同様の

外国の持株会社等）等である（銀行法 16 条の 2 第 1 項・52 条の 23 第 1 項・52 条の 23 の

2、銀行法施行規則 17 条の 3～17 条の 7 の 3・34 条の 16～34 条の 23 の 2）5。これらの子

会社対象会社を除き、銀行又はその子会社は、国内の会社の議決権の 5％を超えて取得し

又は保有してはならず（銀行法 16 条の 4 第 1 項）、また銀行持株会社又はその子会社は、

国内の会社の議決権の 15％を超えて取得し又は保有してはならない（銀行法 52 条の 24）

6。銀行本体の業務範囲規制と比較すると、証券専門会社や保険会社を銀行の子会社や銀行

持株会社の子会社にすることができる点等が異なる。これらの業務を銀行本体で行うより

は、別法人で行わせた方が、問題が少ないと考えていることになろう7。 

度重なる銀行法改正等によって、銀行の付随業務や銀行又は銀行持株会社の子会社が営

むことができる業務は拡大され、出資規制が緩和されてきた8。最近の令和 3年(2021 年)銀

行法改正では、付随業務に「当該銀行の保有する人材、情報通信技術、設備その他の当該

銀行の営む銀行業に係る経営資源を主として活用して営む業務であって、地域の活性化、

産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築に資する業務として内閣府令で定める

もの」が追加例示され（銀行法 10 条 2 項 21 号）、銀行又は銀行持株会社の子会社として、

「地域の活性化に資すると認められる事業活動を行う会社として内閣府令で定める会社」、

及び「地域の活性化、産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築に資する業務又

はこれらに資すると見込まれる業務を営む会社」が付け加えられた（銀行法 16 条の 2 第 1

 
3 小山・前掲注 1) 333 頁以下参照。 
4 小山・前掲注 1) 522 頁以下参照。 
5 銀行持株会社の子会社の業務範囲は銀行子会社の業務範囲と同一であったが、平成 21 年

銀行法改正により、銀行持株会社の子会社としてのみ、金融等デリバティブ取引にかかる

商品の現物売買を営む会社が認められ（銀行法 52 条の 23 の 2）、銀行子会社の業務範囲と

の違いが生じた（松井秀征「金融グループの業務範囲」金法 2047 号（2016 年）20 頁）。 
6 小山・前掲注 1) 354 頁以下参照。 
7 小出篤「我が国における銀行・銀行グループの業務範囲規制について」金融庁金融研究

センター・ディスカッションペーパー DP2020-６（2020 年 11 月）36 頁以下。 
8 青木ふみ「銀行の業務範囲をめぐる経緯と論点」調査と情報――ISSUE BRIEF――1165

号（2022）1 頁・6 頁以下参照。また、今井・前掲注 2) 名古屋大学法政論集 280 号 43 頁

以下に付随業務の拡大の歴史が記されている。 
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項 14 号・15 号）。従来認められてきた銀行の付随業務や銀行や銀行持株会社の子会社の業

務は、銀行の固有業務に何らかの関連性があったり寄与をすることが条文上の要件になっ

ていた。例えば、平成 29 年（2017 年）銀行法改正で認められた子会社業務は、「銀行業の

高度化又は利用者の利便の向上に資する業務」であった（令和 3 年（2021 年）改正前銀行

法 16 条の 2 第 1 項 12 号の 3・52 条の 23 第 1 項 11 号の 3）9。ところが、令和 3 年（2021

年）改正では、銀行の固有業務とは関係なく、「地域の活性化、産業の生産性の向上その

他の持続可能な社会の構築に資する業務」といった社会の側のニーズが付随業務や子会社

業務の根拠とされたのである。従来の銀行の業務範囲規制の考え方から踏み出したものと

言えよう10。そして令和 3 年（2021 年）銀行法改正はその他にも、銀行や銀行グループの

業務範囲規制につき運用面を含め多くの緩和を行った11。 

このような銀行・銀行グループの業務範囲規制の緩和は、いかに評価されるべきであろ

うか。業務範囲規制の将来はいかにあるべきか。本稿においては、これらの規制の沿革や

その見直しが求められている経緯を検証し、海外における同問題に関する規制の状況や議

論を検討することによって、これらの規制の将来につき考えてみたい。 

 

(2) 日本の銀行の業務範囲規制の沿革と比較法 

 日本においては、江戸時代においては両替商が、銀貨を預金として受け入れ、それを引

き当てに振り出された一種の小切手による支払サービスの提供や一種の銀行券の発行を行

う等の銀行機能を果たしていた12。両替商は定期性・貯蓄性預金の受入れは行わず、業務

の中心は与信業務よりは為替業務にあった。明治時代になって、両替商が為替会社となっ

て銀行機能を果たすようになったが、この場合の業務の中心も為替業務にあった。やがて

アメリカの national bank 制度やイギリスの commercial bank 制度を参考に、1871 年に

国立銀行条例を制定して、銀行券発券機能を持つ国立銀行の制度がまず創設され、ついで

銀行券発券機能を持たない私立銀行（その後の普通銀行）の制度も作られた。このように

日本は基本的にアメリカ、イギリスの制度に倣って銀行制度を整備した。この時期の民間

銀行における定期性預金の受入額は資本金の 15％未満で、銀行の果たす資金仲介機能は極

めて低く、為替業務及び通貨発行が銀行の中心的機能であった。 

 
9 但し、ベンチャーや事業再生会社のための出資等は銀行法 16 条の 2第 1 項 12 号・12 号

の 2 により認められていた。また、銀行業の高度化等に資する業務として、地域商社とい

った銀行の固有業務からは離れたものが認められている実情につき、小宮俊「地域金融機

関における銀行業高度化等会社の実務と今後の展望」金法 2165 号（2021 年）34 頁・37 頁

参照。また次注の「面的再生」の記載を参照。 
10 令和 3 年銀行法改正の方向性を答申した、金融審議会「銀行制度等ワーキング・グルー

プ報告――経済を力強く支える金融機能の確立に向けて――」（2020 年 12 月 22 日）は、

その副題自体が、社会経済全体の視点を強調している。そして改正前においても、事業の

集約や再構築により地域経済を再生させる「面的再生」に取り組む会社（地域活性化事業

会社）の議決権を子会社とはならない 50％まで取得・保有することは認めていたのを、

「面的再生」の重要性がさらに増すとして、100％までの議決権取得を認めるべきだと、

答申したのである（同報告書 13 頁）。 
11 金融審議会・前掲注 10) 6 頁以下、古澤知之「銀行の業務範囲規制の見直し等につい

て」金融法研究 38 号（2022 年）5頁以下参照。 
12 以下の銀行業務の歴史については、岩原・前掲注 1) 61 頁以下参照。 
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 明治 15 年（1882 年）には日本銀行条例が制定されて中央銀行としての日本銀行が設立

され、銀行券発券機能は日本銀行が独占する方針がとられた。そこで国立銀行は廃止され

て、通貨発行を行わない普通銀行のみが認められることになり、普通銀行を規制する銀行

条例が明治 23 年（1890 年）に制定された。これもイギリス型の商業銀行主義を理念に、

預金の受入れと与信を行う業務を行う者、及び為替業務のみを営む者や手形割引業務のみ

を行う者も、銀行として定義し、国による銀行監督を規定した。 

しかし、次第に銀行による貯蓄性預金の受入れの割合が大きくなり、それらを原資とす

る与信業務、なかでも長期の与信業務の割合が大きくなると、他業禁止等の規制がなかっ

たことから、銀行経営者が事業会社を経営し、銀行が銀行経営者やその親族、関連事業会

社に大口信用供与を行い、それが不良債権になって銀行が破綻するといった銀行倒産が多

発した。特に昭和 2 年（1927 年）には台湾銀行の破綻等、多くの銀行が破綻して昭和金融

恐慌になった。そこで預金者保護を強化するために、昭和 3 年（1928 年）に銀行条例に代

わって銀行法が制定され、銀行に対する規制が大幅に強化された。即ち、銀行の定義を明

確化し、預金の受入れを営むか、為替取引のいずれかを営めば、銀行とされ、銀行規制を

受けることになった。なお最決平成 13 年 3 月 12 日刑集 55 巻 2 号 97 頁は、銀行法の「為

替取引」を、「隔地者間で直接現金の送付を伴うことなく資金を移動する仕組みで行われ

る取引」と定義している。そして銀行が他業を営むことが禁止された。銀行の常務に従事

する役員の兼職の制限も行われた。銀行法の明文上、現在につながる業務範囲規制が定め

られたわけである。Banking と Commerce 分離の原則が明確にされたわけである。但し、

銀行の証券業務は禁止されていなかった。その他、最低資本金の法定化や法定準備金の増

額等の財務規制の強化等の規制強化が行われた。 

第二次大戦後、アメリカ占領軍の指令に基づき制定された 1948 年証券取引法は、アメリ

カの国法銀行が行うことのできる証券業務を制限した 1933 年 Glass- Steagall 法を参考に

（Separation of Commercial Banking and Investment Banking）13、銀行の証券業務を 65

条により禁止した。これは銀行の健全性確保の意味もあったが、証券会社を保護育成して

銀行による産業支配を防止するという、財閥解体を始めとして日本の産業の民主化を図る

アメリカの政策に基づくものだった。またアメリカにおいては、1864 年国法銀行法が、銀

行は銀行業務（business of banking）及びそれを遂行するために必要なすべての付随的権

限（incidental power）を行使できると規定し14、1956 年銀行持株会社法は、銀行持株会

社の業務範囲を、子銀行の経営・支配及び「銀行業務に密接に関連し、正当に付随する

（closely related to banking as to be a proper incident thereto）業務」を営む会社

 
13 川口恭弘『米国金融規制法の研究――銀行・証券分離規制の展開――』（東洋経済新報

社、1989 年）1 頁以下参照。しかし、Glass-Steagall 法と日本の旧証券取引法 65 条（現

行金融商品取引法 33 条）の間には大きな違いがある（鈴木竹雄＝河本一郎『証券取引

法』（有斐閣、1968 年）68 頁以下）。 
14 Michael Barr et al. , Financial Regulation : Law and Policy, 2nd ed. 2018, pp. 

189 et seq.  平岡克行「米国における銀行と商業の分離規制の展開 (1)」早稲田大学大

学院法研論集 151 号（2014 年）333 頁・337 頁以下参照。同規制の反トラスト法との関係

につき、川濱昇「米国における銀行の株式保有規制の変遷――銀行と商業の分離原則の行

方――」法学論叢 152 巻 5・6 号（2003 年）211 頁・215 頁以下参照。 
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を子会社にすることに限定した15。これらはアメリカにおいて銀行と商業の分離

（Separation of Banking and Commerce）原則を定めたものと言われる16。アメリカで銀行

と商業の分離原則がとられた理由は、以下のようなものとされる17。① 銀行が商業を営む

ことにより銀行業と異なるリスクを負担し銀行財務の健全性を損なうことを防ぐ。② 銀行

が他業である商業を営むことまで監督することは、銀行監督当局にとって困難であり、銀

行監督の実効性を妨げる。③ 銀行業と商業の間に生じうる利益相反行為、例えば、銀行が

営んでいる商業のために不健全な融資をするようなことを防ぐ。④ 銀行は免許業種とされ、

預金保険その他政府から保護を受けているのに、それを利用して他業である商業を営むこ

とを認めることは、他業の会社との間で不公正競争になる、⑤ 銀行グループへの金融・経

済力の過度の集中と産業支配の防止、等である18。また日本では、更にアメリカの影響を

受けて、昭和 47 年（1972 年）には預金保険法が制定され、預金保険制度が創設された。 

 現在の日本の銀行法は、昭和 57 年（1982 年）に全面改正された銀行法である。当時の

日本の高度経済成長に伴う銀行機能の多様化や国際化に対応するための全面改正であった。

即ち、銀行の業務範囲を明確化し、銀行が行うことのできる証券業務の範囲等を規定した。

大口信用供与規制、銀行のディスクロージャー規定の整備、外国銀行支店法制の整備等も

行われた。その後、金融業務の高度化、金融機関の国際的競争力の強化の観点から、

Glass-Steagall 法の大部分を廃止したアメリカの 1999 年 Gramm-Leach-Bliley 法に倣って

19、銀行と証券の分離政策の見直しが行われ、平成 10 年（1998 年）銀行法改正等により、

銀行が子会社、又は銀行持株会社の子会社として、証券会社や保険会社を持つことができ

ることになった。また平成 14 年（2002 年）銀行法改正においては、事業会社が銀行の主

要株主となって銀行業に進出することを認める代わりに、銀行の主要株主を規制する規定

が設けられた。その後も銀行の業務範囲規制の緩和等が行われた。平成 22 年（2010 年）

には「資金決済に関する法律」が制定され、それまでは銀行にしか営めなかった為替取引

を、金融庁の認可を受けた資金移動業者も、1 件 100 万円以下であれば営むことができる

こととした（令和2年（2020年）改正資金決済法36条の 2第 1項により、第一種資金移動

業者は、送金額の上限が課されないことになった）。 

 
(3) 日本の銀行規制（業務範囲規制・株式保有規制等）の比較法的な特色 

 以上のような歴史からも分かるように、日本の銀行規制はアメリカ、イギリス、特にア

メリカの法制の影響を強く受けたものになっており、銀行等の業務範囲規制や株式保有規

制もとりわけアメリカにおける規制の大きな影響を受けている。即ち、アメリカの銀行規

 
15 Barr et al., supra note 12  at 693 et seq.  平岡克行「米国における銀行と商業の

分離原則の展開 (2)」早稲田大学大学院法研論集 152 号（2014 年）309 頁・310 頁参照。 
16 但し、アメリカにおいて銀行と商業の分離原則が明確に確立されてきたとは言い難いと

論じるものとして、Carl Felsenfeld, The Bank Holding Company Act : Has It Lived 

Its Life?, 38 Vill. L. Rev. 1, 34 et seq. (1993)がある。 
17 Richard Scott Carnell, Jonathan R. Macey & Geoffrey P. Miller, The Law of 

Financial Institutions 5th ed. , 2013, p.107. 
18 平岡・前掲注 15)318 頁参照。 
19 Barr et al, supra note 14 at 687 ;  川濱・前掲注 14)参照。 
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制の大きな特徴は、banking と commerce の分離にあり、銀行が金融関連業以外の事業を

営むことが禁止されているが、日本の銀行法も、他業禁止原則をとり（銀行法 12 条）、銀

行は、銀行の固有業務である預金の受入れ、与信、為替取引以外には、これら固有業務に

付随する業務、そして特別に他の法律により認められた業務（法定他業）以外は、営むこ

とができない。銀行の子会社や銀行持株会社の子会社の業務範囲も、ほぼ従属業務と銀行、

信託、保険、証券を含む金融関連業務等に限定されている（銀行法 16 条の 2・52 条の 23）。

シンガポールも規制が緩やかではあるが、banking と commerce の分離原則をとっている

ようである20。 

これに対しドイツ、フランス等のヨーロッパ大陸諸国の多くは、banking と commerce 

の分離原則は採らず、他業禁止原則はとられていないし、事業会社株式の保有規制もない

21。事業会社が銀行を子会社にしている例も多い。イギリスも法律上は banking と 

commerce の分離は要求されていないが、実際上、銀行が非金融業を併営したり、支配する

ことは行われてこなかったようである22。尤も、イギリスは、2013 年銀行改革法により、

リングフェンス銀行に指定された銀行は、預金の受入業務がコア業務とされ、自己勘定で

の投資商品のディーリングが除外業務として禁止される他、大蔵省令で禁止された業務を

営むことができない23。ドイツも自己勘定による取引が一定限度を超えるときは別会社に

移管することを義務付けている24。フランスも、投機的投資ファンド等の一定以上の持分

保有の禁止やプライム・ブローカレッジ業務の禁止を定め、銀行のグループ会社が農産物

等の一次産品の自己勘定取引や高頻度取引を行うことを禁止している25。 

 このほか日本では、預金保険制度（預金保険法）や破綻金融機関の処理制度（金融機関

等の更生手続の特例等に関する法律）等も、アメリカに倣って立法が行われた。 

 なお、為替取引を営むだけで銀行とされ、銀行以外のものが為替取引を行えないことと

されていることは、銀行以外の money transmitter にも送金サービスを認めているアメリ

カと異なる大きな特色であった。しかしこれは「資金決済に関する法律」によって大きく

変わろうとしている。 

 

 
20 Cristie L Ford, The Banking/Commercial Separation Doctrine in Comparative 

Perspective, April 5, 2019, SSRN: https://ssrn.com/abstract=3506371 at 3, 10 et 

seq. 
21 ドイツの銀行監督法である信用制度法は、預金の受入れ、貸付、手形貸付、証券の売買

や保管、キャッシュレスの支払や清算等のいずれかの業務を営む者を信用機関として規制

するが（同法 1 条１項）、それ以外の他業を営んだり、他業の会社の株式保有を制限する

ような規制はない。信用機関以外の金融サービス、例えば、投資仲介・助言業務、外貨取

引、ファクタリング、ファイナンスリース等を営む者は、金融サービス機関としての規制

を受ける（同法 1 条 1a 項）。松井智予「他業解禁のビジネス上の合理性――ドイツの事例

から――」金融庁金融研究センター・ディスカッションペーパー DP2020-8（2020 年 11

月）3 頁以下参照。 
22 Ford, supra note 20 at 3,19-20 は、BaselⅡ等の健全性規制が銀行が併営する非金融

業にも適用されると解釈されてきたためとする。 
23 Financial Services and Markets Act 2000 §§142G・142D・142E. 
24 Kreditwesensgesetz§25f. 
25 Code monétaire et financier L511-47Ⅰ, L511-48Ⅱ. 
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Ⅱ 日本の銀行規制（業務・株式保有等に関する規制）の基本的な仕組み 

 上記のように日本においては、預金の受入れ又は為替取引を業として行うと「銀行」と

され（銀行法 2 条 1 項・2 項・3 条）、免許を受けないと営むことができない（同法 4 条 1

項）。銀行であれば当然に営める銀行の固有業務は、預金又は定期積金等の受入れ、資金

の貸付け又は手形の割引、及び為替取引である（同法 10 条 1 項）。銀行はこの他、これら

固有業務に付随する業務（同法 10 条 2 項、銀行法施行規則 12 条～13 条の 2の 3、「主要行

等向けの総合的な監督指針」Ⅴ-3-2）、及び担保付社債信託法等、他の法律により特に認

められた業務を営むことができるだけで（法定他業）、それ以外の業務は営むことはでき

ない（同法 12 条）。銀行は、登録金融機関として投資信託等の窓口販売を（金融商品取引

法 33 条 2 項、銀行法 11 条 2 号）、保険募集人（保険業法 275 条以下）として保険の窓口販

売を、それぞれ行うことができる。「その他の銀行業に付随する業務」（同法 10 条 2 項柱

書。「その他付随業務」と略す）を認定する判断の指標として監督指針は、次の 4点を挙げ

ている。① 当該業務が法第 10 条第 1 項各号及び第 2 項各号に掲げる業務に準ずるか。② 

当該業務の規模が、その業務が付随する固有業務の規模に比して過大なものとなっていな

いか。③ 当該業務について、銀行業務との機能的な親近性やリスクの同質性が認められる

か。④ 銀行が固有業務を遂行する中で正当に生じた余剰能力の活用に資するか。以上の 4

点である（「主要行等向けの総合的な監督指針」Ⅴ-3-2(4)）。令和元年（2019 年）の銀行

法改正により銀行の付随業務として規定されたものとして、いわゆるデータバンク業務が

ある（銀行法10条 2項 20号）。前述した、令和3年（2021年）の銀行法改正により付随業

務に加えられた「地域の活性化、産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築に資

する業務」として、銀行法施行規則は、経営相談等業務、労働者派遣事業、IT システムの

設計、開発若しくは保守、又はプログラムの設計、作成、販売若しくは保守業務、広告、

宣伝、調査、情報の分析又は情報の提供を行う業務、巡回訪問業務を規定した（同規則 13

条の 2 の 5各号）。 

 銀行持株会社は、同銀行持株会社グループの経営管理及びこれに附帯する業務、並びに

グループに属する２以上の会社のいわゆる共通重複業務のみを営むことができる（銀行法

52 条の 21・52 条の 21 の 2）。 

 銀行の子会社が営むことができる業務も、銀行、信託、保険、証券業務と従属業務や金

融関連業務等に限られる（銀行法 16 条の 2、銀行法施行規則 17 条の 2～17 条の 5 の 2）。

銀行持株会社の子会社が営むことができる業務の範囲もほぼ同一である（銀行法52条の23、

銀行法施行規則34条の16～34条の23の2、「主要行等向けの総合的な監督指針」Ⅴ-3-3）。 

 但し、それ以外の性格のものであっても例外的に認められる銀行や銀行持株会社の子会

社対象会社として、第一にベンチャー・ビジネス会社が認められている（同法 16 条の 2 第

1 項 12 号・52 条の 23 第 1 項 11 号）。尤も、当該子会社は、非上場会社ないし非店頭登録

会社でなければならず、かつ設立の日又は新事業開始日以後 10 年を経過していない会社で

なければならない（同法施行規則 17 条の 2 第 5項・34 条の 16 第 3 項）。 

 第二の例外は、事業再生会社、即ち、経営の向上に相当程度寄与すると認められる新た

な事業活動を行う会社として内閣府令で定める会社である（同法 16 条の 2 第 1 項 13 号・

52 条の 23 第 1 項 12 号）。同内閣府令が定める条件は、中小企業等経営強化法 14 条 1 項に
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規定する承認を受けた会社か、民事再生法による再生計画認可決定を受けた会社か、会社

更生法による更生計画認可決定を受けた会社であること等である（同法施行規則 17 条の 2

第 6 項 7 項・34 条の 16 第 5 項）。銀行が事業再生を図る会社を子会社化して事業再生を助

けることを可能にしたものである。 

 第三の例外は、銀行業高度化等会社、即ち、「情報技術その他の技術を活用した当該銀

行業の高度化若しくは当該銀行の利用者の利便の向上に資する業務又はこれに資すると見

込まれる業務若しくは地域の活性化、産業の生産性の向上その他の持続可能な社会の構築

に資する業務又はこれらに資すると見込まれる業務を営む会社」である（同法 16 条の 2 第

1 項 15 号・52 条の 23 第 1 項 14 号）。フィンテック企業を銀行の完全子会社にすることも

可能である。また令和元年（2019 年）10 月の監督指針の改正により（「中小・地域金融機

関向けの総合的な監督指針」Ⅲ-4-7-4）、「銀行業高度化等会社」の定義が見直され、中

小・地域金融機関は「地域商社」を子会社にすることが認められた（令和 3 年（2021 年）

改正銀行法施行規則 17 条の 4 の 3第 1 項 2 号参照）26。これは banking と commerce の分

離原則からの大きな乖離と言えよう。 

 これら子会社対象会社のうち、当該会社が、従属業務を専ら営む会社のうち一定の条件

を充たす場合、一定の金融関連業務を営む会社である場合、又はベンチャー会社・事業再

生会社である場合もしくは金融機関の合併及び転換に関する法律で認可を受ける場合を除

き、銀行が子会社を保有しようとするときには、予め内閣総理大臣の認可をうけなければ

ならない（同法 16 条の 2 第 4 項～16 項）。 

 これら子会社対象会社以外の会社の議決権は、5％を超えて取得し又は保有してはなら

ないとされ（同法 16 条の 4）、銀行持株会社又はその子会社は、合算して 15％を超えて議

決権を取得し又は保有してはならないとされている（同法 52 条の 24 第 1 項）。5％ルール

とか合算 15％ルールと呼ばれるものである。但し、担保権の実行により株式を取得した結

果、5％を超えて議決権を保有することになる場合等に関する例外が規定されている（同

法 16 条の 4第 2 項以下・52 条の 24 第 2 項以下））。 

 以上のように日本の銀行法は原則として banking と commerce の分離原則を採っている

が、近年の改正でその例外が広げられつつあり、同原則からの乖離の傾向が見られる。 

他方、銀行の総株主の議決権の 20％（場合によっては 15％）以上を有する主要株主は、

内閣総理大臣による認可をうけなければならないが（同法 52 条の 9 第 1 項）、その業務範

囲については規制がない。銀行は事業会社を子会社や兄弟会社や関連会社にすることがで

きないのに、事業会社は銀行を子会社にできるわけで、banking と commerce の分離の理

念に反し、規制がアンバランスであると批判されている。現に、ネット市場や通信会社等

を営む楽天が、楽天銀行を子会社にしている。しかも銀行持株会社グループ全体が、連結

ベースで自己資本比率規制や早期是正措置等の財務規制の対象になるのに（銀行法 52 条の

25・52 条の 33）、主要株主を含む銀行グループ全体に対しては、それらの規制が課せられ

ていない。アメリカでは銀行の主要株主は銀行持株会社と看做されて業務範囲規制や財務

 
26 阿波銀行「地域商社事業を営む銀行業高度化等会社の設立について」（2020 年 3 月 10

日）、岩手銀行「地域商社事業を営む銀行高度化等会社の認可取得及び設立に関するお知

らせ（開示事項の経過報告）」（2020 年 4 月 1 日）等参照。 
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規制の対象となるのとは、対照的である。日本の銀行法が主要株主に業務範囲規制をかけ

なかったのは、主要株主規制の立法を行った平成 14 年（2002 年）に至る頃は、金融危機

で日本の銀行が危機に瀕していたことから、異種業者に銀行業務に進出してもらうと、顧

客基盤や店舗ネットワークの共有を通じてシナジー効果を得ることが期待できることや、

競争を通じて日本の金融業を活性化しようとしたためであった27。しかしこれも banking 

と commerce の分離原則からの大きな乖離と言えよう。 

 銀行の常務に従事する取締役及び執行役は、内閣総理大臣の認可を受けた場合を除くほ

か、他の会社の常務に従事してはならないとされている（銀行法 7条）。 

 
Ⅲ 銀行を取り巻く経済環境の変化 

(1) 超低金利、マイナス金利 

 日本は、1970 年代半ばに 10%を超える高度経済成長は終わったが、1980 年代も 5、6％の

経済成長が続いてバブル景気を享受した。しかし 1988 年からそれまでのバブルが弾け、

1997 年の金融危機を境に経済成長率は急低下し、ゼロに近づいた。それに伴い、10 年国債

の利子率も 1997 年以降は 2％以下になって、2016 年からはほぼゼロ、場合によってはマイ

ナス金利にさえなっている28。これには 2013 年以降の日本銀行の異次元緩和による超低金

利、更にはマイナス金利への誘導が大きく影響していることは確かであるが、それはむし

ろ結果であり、そのような政策をとらざるを得なかった潜在成長率、そして自然利子率の

低下が根本原因であった29。 

 超低金利になると、相対的に低い金利である預金等の短期の資金を調達して、融資や債

券による運用など相対的に高い金利の長期資金で運用して、その長短金利差で収益を挙げ

るという銀行の基本的なビジネス・モデルが崩壊することを意味する。国内銀行の新規長

期貸出約定金利は、2008 年の 1.8％から 2020 年の 0.7％にまで低下し30、金利による収益

が限りなくゼロに近づきつつある。上場地方銀行の対顧客営業純益総額は、2009 年の 9400

億円から2019年には 3800億円まで一貫して低下してきた31。日本銀行によれば、地方銀行

の純利益は 2027 年にはほぼゼロになると予想されている32。 

 尤もごく最近、欧米においてはインフレ対策として中央銀行による急激な金利引き上げ

が行われている。しかしその結果、銀行が保有している債券の価格が急落し、破綻する銀

 
27 「銀行業等における主要株主に関するルール整備及び新たなビジネス・モデルと規制緩

和等について――金融審議会第一部会報告――」（平成 12 年 12 月 21 日）2 頁。 
28 日本銀行・金融システムレポート（2020 年 4 月）22 頁。 
29 企業の投資意欲の低下、企業の貯蓄投資差額の黒字化による融資需要の減少がその背景

にあった（小川一夫『日本経済の長期停滞――実証分析が明らかにするメカニズム』（日

本経済新聞社、2020 年）49 頁、同「オーバーバンキング解はあるか（上）融資変調の収

益構造見直せ」日本経済新聞 2020 年 2 月 26 日朝刊 25 面参照）。 
30 日本銀行・前掲注 27)23 頁。 
31 大久保清和「『最適経営規模』への転換が地銀経営の未来を拓く」金融財政事情 2019 年

7 月 25 日号 20 頁・22 頁。詳しくは、高宮健「地方銀行 2019 年 9 月期決算分析」金融財

政事情 2020 年 1 月 13 日号 30 頁以下参照。 
32 日本銀行・金融システムレポート（2019 年 10 月）78 頁。 
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行も現れている33。これに対し日本においては低金利が続く一方、日本の銀行は国内の低

金利環境を逃れて拡大させた外債運用において評価損を被る恐れが指摘されている34。い

ずれにせよ日本の銀行にとって厳しい状況が続くと想定される。 

 

(2) 決済方法の変化――銀行を介さない決済方法の発展 

 ＩＴ化の進展等に伴い、スマホ決済やフィンテック決済サービス等、銀行を介さない決

済サービスの利用が増えている。電子マネーの利用が中心で現金があまり使われない北欧

諸国やアリペイ等による支払が一般的になっている中国等と比較すると、まだそのような

決済の比率は高くはないが、それでも資金移動業者による送金の件数は 1 か月 313 万件、

728億円ほどにのぼっている35。日本の消費者決済全体のうちキャッシュ決済が48.2％、キ

ャッシュレス決済が 51.8％で、キャッシュレス決済のうち銀行を介さないクレジットカー

ド決済が 31.4％、プリペイド式電子マネーが 5.0％、デビットカードが 0.8％、フィンテ

ック決済サービスが 0.7％である。銀行を介する口座引落が 10.5％、インターネットバン

キングが 1.4％、キャッシュカード振込みが 0.9％である36。特に、2023 年 4 月から、給与

振込を銀行等の金融機関に限っている労働基準法の規制が改正され、資金移動業者の口座

への給与振込が認められた結果、国民の決済手段の保有形態が、銀行預金から大きく変わ

る可能性がある。 

 仮想通貨（暗号資産）は、現在のところ決済手段というよりは投機資産としての利用が

殆どであるが、中央銀行がデジタル通貨を発行することが各国で検討されている。中央銀

行デジタル通貨が発行された場合、とりわけ全ての個人や企業が、中央銀行にデジタル通

貨の口座を有して、中央銀行デジタル通貨を保有するという、口座型の中央銀行デジタル

通貨が採用された場合37、個人や企業は価値の保管や決済目的で民間銀行に預金をする必

要がなくなり、民間銀行はその重要な機能を失って、存在意義が問われることになりかね

ない。中央銀行デジタル通貨が発行されなくても、かつて構想された LIBRA のような民間

のグローバルステーブルコインが広範囲に流通するようになり、主たる決済手段となった

場合にも、同様の問題が起きよう。 

 
Ⅳ 銀行と銀行規制の将来 

 以上のような状況の下、日本における銀行と銀行規制の将来を予想することは極めて困

難である。Ⅲ(1)で論じたように、超低金利の継続により銀行が果たす金融仲介機能が低

下するとともに、銀行の収益性が低下し、そもそも銀行が経済的に存続していけるかすら

 
33 アメリカのシリコンバレー銀行やシグネチャー銀行等が破綻し、他の銀行も預金が流出

して危機に陥っている（日本経済新聞 2023 年 3 月 11 日夕刊 1 面、同 2023 年 3 月 26 日朝

刊 3 面等）。 
34 日本銀行・金融システムレポート（2022 年 10 月）4 頁・18 頁・50 頁以下。 
35 金融庁「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・グループ」令和元年

10 月 4 日参考資料。 
36 翁百合「キャッシュレス社会に向けて何をなすべきか――消費者の決済実体分析を踏ま

えて――」NIRA オピニオンペーパーno.42(2019, Feb)p.3。 
37 日本銀行金融研究所・「中央銀行デジタル通貨に関する法律問題研究会」報告書（2019

年 9 月）参照。 
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不確実になっている。また、Ⅲ(2)に論じたように、決済の将来の在り方は大きく変わる

可能性があり、決済に関する銀行の関与は大きく減少する可能性がある。 

 

(1) 最近の法改正による銀行の業務範囲規制や決済サービス規制の変化 

 最近の法改正では、銀行の果たす経済機能を向上させ、銀行の収益性を高めるため、或

いは銀行が事業会社の再生の支援ができるようにして、地域経済の振興に役立てるために、

銀行や銀行関連会社が営むことのできる業務範囲規制の緩和が図られている。平成 26 年

（2014 年）改正銀行法 16 条の 2 第 1 項 12 号は、一定のベンチャー・ビジネス会社を銀行

の子会社であるベンチャー・キャピタル会社を経由して子会社化することの許容を拡大し

た。同項 12 号の 2 は、一定の条件を充たした会社を再生させるために、銀行が 3 年ないし

5 年間、当該会社を子会社化して再生に当たることを認めた。また、銀行の子会社として

認められた会社以外の会社の議決権を 5％を超えて取得することの禁止の例外として、地

域経済活性化支援機構と共同して地域活性化ファンドを設立して行う出資等を認めた（銀

行法 16 条の 4 第 8 項、銀行法施行規則 17 条の 7 の 3）。平成 29 年（2017 年）改正銀行法

16 条の 2 第 1 項 12 号の 3・第 7 項、銀行法施行規則 17 条の 5 の 2 は、金融庁長官による

個別認可を条件に、フィンテック企業を銀行子会社とすることを認めた。令和元年（2019

年）改正銀行法 10 条 2 項 20 号は、銀行本体の付随業務として、顧客の同意を条件に顧客

に関する情報を第三者に提供する情報銀行業務を認めた。またⅡに記したように、令和元

年（2019 年）10 月の監督指針の改正により、銀行が地域商社を子会社とすることが認めら

れた。これらは banking と commerce の分離原則を少しずつ崩すものと言えよう。 

 他方、為替業務について銀行法は、銀行しか為替取引（隔地者間の現金を用いない資金

移動サービス）を営めないと規定していたのにも拘わらず、クレジットカードによる支払

サービスは、信販会社やデパート等、銀行系以外のクレジットカード会社により広く提供

されている。また、プリペイドカードによる支払も広く利用されるようになり、平成元年

（1989 年）にはプリペイドカードや商品券等の前払式証票を規制する「前払式証票の規制

等に関する法律」が規定され、利用者保護のためにプリペイドカードや商品券の未使用残

高の半額以上を供託すること等が義務付けられた。その後更に、プリペイドカード等カー

ドに価値（電子マネー）を収蔵するのではなく、携帯電話等のモバイルに価値（電子マネ

ー）を収蔵してリーダーにより読み取って支払に充てるという、前払式支払証票に該当し

ない電子マネーが広まったこと、銀行ではない資金移動業者に資金を預けて口座を開き、

モバイルからの入力によりインターネットを介して、当該口座から他の者の資金移動業者

における口座に残高を移動して支払を行うサーバ型のモバイルペイメント等、銀行以外の

業者が提供する「為替取引」に該当する取引が広がろうとしたことから、平成 21 年（2009

年）にはそのような業者を規制する「資金決済に関する法律」が制定された。 

同法は、前払式証票に限らない電子マネー等の発行者を、前払式支払手段発行者として

規制するとともに、資金移動業者として内閣総理大臣の登録を受けた者は、未履行の資金

移動金額を供託すれば、銀行でなくても「為替取引」を業として営むことを認めた。この

結果、Paypal や Paypay 等のモバイルペイメントが、資金移動業者としての登録を受けて

送金サービスを提供するようになっている。但し、資金移動業者による送金には 100 万円
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という送金額の上限が設けられていたが、令和 2 年（2020 年）「資金決済に関する法律」

の改正法により、この送金額上限の規制が緩和され（Ⅰ(1)で述べたように、第一種資金

移動業者については、送金額の上限が撤廃された）、資金移動業者による送金サービスの

拡大が認められた。決済サービスの分野では銀行による独占を崩し、決済サービスに関す

る競争を促進することによって、決済サービスの高度化・効率化を図ろうとしているわけ

である。その先には、中央銀行デジタルマネーやかつての LIBRA の発行計画のような、民

間銀行の存在そのものを否定しかねない変化もありうる。 

 
(2) 銀行の将来 

 Ⅲ(1)で論じたように、日本の銀行にとって収益性を回復することが現在の最大の課題

になっている。銀行界や金融庁においては、地方銀行の合併や提携等によるコスト削減、

口座管理手数料等の各種手数料導入や引き上げ、顧客情報の利活用等による収益の拡大、

そして業務範囲拡大による収益の拡大等が検討されている。特に業務範囲の拡大について

は、banking と commerce の分離原則を維持すべきか廃止すべきかが大きな論点になって

いる。但し、同原則が存在せず、銀行が事業会社の株式を多く所有しているドイツの銀行

の現状を見ても、ドイツの銀行（特に Landesbank 等）が苦境にあることは否定できず、分

離原則を廃止すれば銀行の収益性がよくなるとも必ずしも言い切れない38。 

更に言えば、金融機能は社会で必要であり続けるとしても、決済の形態が根本的に変わ

る可能性があるように、銀行という形態が金融機能を担い続ける必要があるのか自体が問

われていると言えよう。銀行以外の形態が金融機能を担った方が経済合理性に適うのか、

もしそうだとすればその形態は何か、その場合の金融法制はいかにあるべきか等、根本的

な問題が突きつけられていると言えよう。 

 
Ⅴ 銀行、銀行持株会社、それらの子会社に関する業務範囲規制及び持株規制の再検討 

(1) 規制の趣旨 

 Banking と Commerce の分離原則をとり、銀行、銀行持株会社、それらの子会社の業務

範囲を制限し、また銀行等による他業会社の持株を制限している趣旨としては、次のよう

なことが指摘されている。 

① 銀行は免許業種であり、その機能を発揮するために本業専念義務がある。 

② 他業の兼営によって銀行の固有業務の健全性が損なわれることを防ぐ。そこか

ら顧客へのサービス低下、預金者・取引者の資産の安全を害する事態を防ぐ。 

③ 預金者の利益と他業の利益の間の利益相反。 

④ 銀行監督の効率化・実効化。 

⑤ 銀行業による産業支配への競争政策上の懸念。 

⑥ 優越的地位の濫用の防止。 

⑦ 預金保険など銀行のセーフティネットの流出によって競争の公平性が害される。 

 以上の中で①はかつて強調された理由であるが、専門金融機関制度が崩れて、むしろエ

 
38 松井・前掲注 21)17 頁以下参照。 



-1-13- 

 

コノミーズ・オブ・スコープが重視される現在では、重視する必要はないように考えられ

る。 

 現在重視されているのは②及び③の理由であろう39。銀行の財務の健全性が損なわれる

と、銀行破綻による銀行取付が生じる可能性があり、それが他の銀行の取付へと波及する

伝染を起こして、システミック・リスクに拡大し、経済全体に深刻な影響を及ぼす危険が

ある。それを防ぐために預金保険機構や中央銀行による救済や預金保険金の支払等がなさ

れる必要が生じ、その費用に政府の資金が使われ、納税者に負担が生じる可能性があるこ

とが問題になる。 

 我が国でいえば、昭和金融恐慌のきっかけになった昭和 2 年（1927 年）3 月の東京渡辺

銀行の破綻は、同銀行の支配株主が行っていた不動産事業等に同銀行が過剰融資を行い、

それが不良債権となったことが破綻の原因と言われる40。また、同年4月に破綻した台湾銀

行は、商社であった鈴木商店との腐れ縁から、鈴木商店の破綻により連鎖破綻した41。そ

の他、小企業と結びついた小銀行（いわゆる機関銀行）が、広汎に多数存続し、それらが

資金の固定化になやんでいたことが、昭和金融恐慌において不断の銀行動揺を生ぜしめた

原因であったと指摘されている42。戦後においても、国民銀行、東京相和銀行、幸福銀行

等の多くの銀行破綻、そして三福信用組合、関西興銀信用組合等、多くの信用組合破綻で

も、経営者・支配株主の関連企業への過大な不健全融資が不良債権となって破綻した金融

機関が多い43。これらの事例で分かるように、②の問題は、③の他業との利益相反の問題

とともなって生じることが多い。 

 ④の問題に関しては、銀行や銀行持株会社の監督は、連結ベースで銀行グループ全体に

対して行われている。例えば、銀行に対して課されるバーゼル規制の自己資本比率規制、

流動性比率規制（The Liquidity Coverage Ratio: LCR）、安定資本調達比率（The Net 

Stable Funding Ratio: NSFR）、等の健全性規制も、連結ベースの規制とされている。とす

ると他業を含む銀行のグループ企業全体に適用するとされることになりそうであるが、そ

の妥当性や必要性が問題となりうる。イギリスは banking と commerce の分離の原則を法

律上はとっていないが、これらの規制が銀行グループ全体に課せられ、非金融事業部分に

まで適用されると、負担が重くなりすぎるとして、銀行が非金融事業子会社等を有しない

実務がとられてきたと言われる44。ところがオーストラリアの銀行は、バーゼルの健全性

規制は、非金融事業への投資を制限しないと解釈して、事業を多角化しないと存続できな

いと主張し、非金融事業に多くの投資を行っている。オーストラリアの銀行は、預金を受

け入れず、貸付も行わない子会社は、市場リスクや信用リスクをなんら重要な程度には負

担しないので、信用基準にとって重要でないと解釈しているとのことである。そのような

 
39 「主要行等向けの総合的な監督指針」Ⅴ-3-1 は、②を他業禁止の主たる理由として挙

げ、他に、①、③の理由を挙げている。 
40 加藤俊彦『本邦銀行史論』（東京大学出版会、1957 年）258 頁参照。 
41 加藤・前掲注 40)258 頁以下参照。 
42 加藤・前掲注 40)290 頁。 
43 池尾和人「銀行破綻と監督行政」池尾和人編『不良債権と金融危機』（慶応義塾大学出

版会、2009 年）91 頁以下。 
44 Ford, supra note 20 at 3, 19~21. 
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会社にありうるリスクは、評判リスク（reputational risk）や支配リスク（governance 

risk）等の運営リスク（operational risk）だけであり、他の健全性規制は適用されない

と解して、非金融事業会社を子会社にしているとのことである45。 

 我が国における④の問題に関して言えば、我が国の銀行監督当局は、銀行子会社や銀行

持株会社の子会社等に対しても立入検査権等の監督権限を有しているが（銀行法 25 条 2

項・52 条の 32 第 2 項）、金融関連業務を営む子会社等であればともかく、非金融業務を営

む子会社等に対しどこまで有効な検査・監督権限を行使できるか、疑問がありうる。これ

は非金融会社もなることができる銀行主要株主に対する検査権等の監督権限の行使につき、

現在でも存在する問題である（銀行法52条の 12・52条の 13・52条の 14・52条の 15、「主

要行等向けの総合的な監督指針」Ⅶ-2 等）。楽天銀行の株式を 100％所有する楽天カードの

株式を 100％所有し銀行主要株主とみなされる株式会社楽天や（令和 5 年（2023 年）に一

部株式売却予定）、ソニー銀行の株式を 100％所有するソニーフィナンシャルホールディン

グスの主要株主（65.06％の株式を所有）であり銀行主要株主とみなされるソニー株式会

社に対し（銀行法 3 条の 2）、金融庁はどこまで有効な検査・監督を行う能力を有している

のであろうか。 

 ⑤、⑥については、独禁法的観点から、財閥の問題があったかつての日本や、金融資本

に対する警戒感の強かったアメリカにおいては、banking と commerce の分離の大きな理

由と考えられてきた。しかし高度成長後の最近の日本においては、銀行の非金融業に対す

る優越的地位は薄れて、⑤、⑥は大きな考慮要素ではなくなっている可能性がある46。 

⑦については、銀行がセーフティネットの存在ゆえに事業会社より低い金利で資金調達

ができ、その資金を使って他業において競争上有利に業務を行えるといったこと等が問題

になろう。その他、⑦（及び①）に関連する問題として、免許業種として競争から守られ、

国から保護・優遇されている銀行が、その利益を利用して他業に進出すると、他業種にお

ける競争の平等を損なうとか、銀行を支配する他業種の者にそのような利益を利用させる

べきでない（免許による保護は、銀行や金融システムの安全性のために与えられるべき）、

等の問題が指摘されている。アメリカで起きた問題であるが、自動車会社のフォードが銀

行を支配下において、当該銀行に中央銀行信用を利用した低利の自動車ローンをフォード

車購入者に提供させることによって、他の自動車会社との販売競争上有利な地位を得たこ

とが問題になったことがあるそうである。例えば同銀行は、自動車ローンの支払いのため

にフォード車購入者が振り出した手形を、連邦準備銀行に再割引してもらうことによって、

低利の自動車ローンを購入者に提供することを可能にしたというのである。尤も、Ⅲ(1)

で述べたように、超低金利の下、銀行業自体の収益性が大きく落ち込み、中央銀行がマイ

ナス金利政策をとるような現在の状況では、免許業種であることによって銀行業がどれだ

けの利益を得ているか、セーフティネットによりどれだけの利益を得ているのか、また中

央銀行信用を利用できる立場がどれだけ他者に対し優位性を持つことになるのか、等に疑

問のありうるところであろう。 

 
 

45 Ford, supra note 20 at 21. 
46 但し、古澤・前掲注 11)15 頁～21 頁参照。 
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(2) 分離規制は必要か 

 オーストラリアの銀行は、非金融業にも多角化しないと銀行は存続していけないと主張

しているということであるが、どのような非金融業に多角化しているのか、それがどのよ

うな効果をもたらしているのか、明らかではない。ドイツは banking と commerce の分離

規制をとらず、銀行が非金融業の子会社を有しているが、そこからの収益は銀行の業績に

余り貢献していないようである。それとも子会社からの収益ではなく、銀行業務と子会社

の営む非金融業の間のシナジーが親銀行の収益に貢献しているのであろうか。シナジーの

問題は(3)で検討する。 

 日本においても、人口減少の進展、低成長、東京への一極集中による地方の衰退、超低

金利ないしマイナス金利による銀行、特に地方金融機関の収益性の危機等に直面して、と

りわけ地方経済や地方金融機関の振興の観点から、銀行の業務範囲規制や株式保有規制の

緩和の動きや主張が見られる（地方金融機関の活性化より、地方経済の振興により力点が

あるのかもしれない）47。その最たるものが、Ⅱに記したように、2019 年 10 月に「銀行業

高度化等会社」の定義を見直して、中小・地方金融機関に地域商社を子会社化することを

認めたことであろう。明らかな banking と commerce の分離原則からの乖離である。 

尤も、総合商社が担う機能には、立替与信、プロジェクトファイナンス、リース、証券

化等の金融機能や、情報機能、コンサルティング機能等があり、これらは銀行が有してい

て果たしうる機能とも重なるものである。その意味では本来の銀行の機能から大きく離れ

るものではないという見方もあるかもしれない。金融機能等は、金融機関の本来的業務で

あって、金融機関が十分に強みを発揮し得る機能である。例えば、銀行はその保有してい

る企業間決済データ（金流データ）の分析により顧客商流強化の支援をすることが可能だ

という分析もある48。 

しかしそれだけでなく総合商社は、輸送の手配や倉庫における商品管理等の物流機能や、

マーケティング機能も果たすし（但し、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」

Ⅲ―4―7―4 は、銀行業高度化等会社としての地域商社の物流や製造・商品加工への関与

に限定を加えている）、顧客に出資して多数派株主となり、企業経営の担い手の役割まで

果たす総合的なバリュー・チェーンの提供機能があるとされる。そのように物流やマーケ

ッティング、経営機能等まで銀行が担うとすると、課題が多い。特に銀行が顧客の経営機

能まで担うとすると、企業の株主としての立場と債権者（銀行）の立場の間には利益相反

があり、債権の回収を重視する銀行が、顧客の経営に関与することが、顧客の企業価値の

向上につながる保証はないとも指摘されている。銀行が経営を支配する株式を取得するこ

とになると、銀行員が企業経営ノウハウを持ち、株式を保有している企業の価値を適切に

算定できなければならないが、（債権回収を重視する企業風土である）銀行員には難しい

のではないか、といった指摘もある49。 

 
47 古澤・前掲注 11)13 頁以下参照。 
48みずほ銀行産業調査部「日本産業の中期見通し（[Focus]地域銀行）」

（https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/bizinfo/industry/sangyou/pdf/1063.27.pd

f）。 
49 安東泰志「銀行の持ち株規制緩和、もろ刃の剣」

（https://style.nikkei.com/article/DGXMZO51411440V21C19A0000000/）。 
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Banking と commerce の分離原則には、銀行は与信や為替業務に専念して、債権の回収

を第一とする企業風土を守る方が、慣れない非金融事業や非金融事業会社経営に手を出し

て、非金融事業や非金融事業経営のリスクを負担するより安全であって、金融システムの

安全性を守ることになる、という割切りないし考え方があるように感じる50。確かに、戦

前の機関銀行等の例が示しているように、歴史的に見て、銀行が非金融業の関連会社を有

している場合に、関連会社への不健全な融資によって銀行の破綻を招いた例が多い。 

しかしそのような問題に対しては、banking と commerce の分離といった業務に関する

入口規制ではなく、利益相反規制や各種健全性規制等、個別の危険行為を除去することに

より対応することが合理的だとする意見がある51。確かに現行銀行法には、大口信用供与

規制（銀行法 13 条）、特定関係者との取引におけるアームズレングス・ルールの適用（同

法13条の2）、取締役等に対する信用供与の制限（同法14条）、銀行グループとしての自己

資本比率規制（同法14条の 2・52条の 25）、銀行グループの経営管理（同法16条の３・52

条の21第1項）、銀行持株会社に係る同一人に対する信用供与限度規制（同法52条の22）、

等の規制が設けられており、そのような規制がないところで他業禁止原則が規定された昭

和 3 年（1928 年）銀行法制定時とは、状況が大きく変わったとはいえる。しかしそのよう

な規定の整備があっても、利益相反的行為への誘因は強く、誘因があれば規制をくぐった

銀行行動が誘発されうることから、それらの規定だけで banking と commerce の分離原則

がなくても、銀行の健全性等、Ⅴ(1)①～⑦の問題に対処できるかという点には、疑問の

余地があり、他業禁止原則がなお必要とされるのではないかという懸念は消えない。慎重

な検討が必要であろう。 

我が国において戦前から問題になり、平成９年（1997 年）の金融危機の際にも問題にな

ったのは、銀行と不動産業、特にデベロッパー等との係わりである。また、イギリスのリ

ングフェンス銀行規制やフランスにおける銀行の関連会社規制が、自己勘定による投資業

との分離規制を行っているように、少なくとも特にリスクの高い事業との間にはなお分離

規制が必要であるという考えがありえよう。 

 
(3) 銀行の有するデータの活用と分離規制 

 これに対し最近、大きな問題になっているのは、銀行業と非金融業を併せ営むことによ

るシナジーである。IT や Fintech の発展によって、データの経済価値が大きくなり、

Fintech 事業者が金融業を営むことによって大きな利益を挙げる例が増えている。アリバ

バとアリペイのように、ウェブマーケットを運営する事業者が、そこにおける決済サービ

スを提供したり、マーケットの参加者に融資を行うこと等によって大きな利益を挙げてい

る。我が国でも楽天と楽天銀行など、そのようなビジネスモデルをとっている。銀行サイ

ドからは、銀行が有している顧客情報の活用が問題になる。このような領域では、そもそ

 
50 これに対し、古澤・前掲注 11)14 頁は、「銀行業高度化等会社が行う業務」の拡張や、

本体業務への「地域活性化等業務」の追加は、銀行の「保守」の位置づけを、「入口」で

管理する方式ではなく、「プロセス」で管理する方式に見直すものであり、一種の「企業

風土」の変革を促すものであると論じる。 
51 Ford, supra note 20 at 27. なお、注 50)に引用した古澤論文箇所参照。 
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も金融と非金融の境界も明確ではないと指摘されている52。 

 具体的に問題になっているのは、以下のような業務である。Fintech 会社への投資。顧

客の不動産会社への紹介。銀行が保有する顧客に関するビッグデータの販売。ある商品の

売主と買主の斡旋情報の他の商品の広告や販売推進への利用。銀行の電子支払システムか

ら得られる消費者の購買行動に関するデータを更なる非金融サービスの提供に利用。海外

への決済インフラの構築業務や販売。サイバーセキュリティ、サイバーシステムの堅固

さ・監督・ガバナンス、顧客 due diligence 手段等の非銀行使用者への販売。その他の銀

行のデータに基づく非金融コンサルティング・サービスの構築・販売。暗号事業へのビジ

ネスアドバイスやコンサルティングのサービスの提供。銀行が創出した計算技術を利用し、

多くの取引に使えるより広いスマート契約の基礎の提供。健康サービス、政治等、安全な

記録保持が必要な業態への会計（勘定）構造の販売。送金その他の国際取引情報から作ら

れたデータを利用して、一定の地域をターゲットにした製品（例えば、ニュース供給、

SIM カード)の販売。国際的な荷主・国境警備・その他国境を超えた記録保持や金融を超え

た決済需要のある主体への会計（勘定）システムの販売。銀行が創造した紛争解決手法を

拡張し（例えば、顧客間の紛争に手数料サービスとして）それに伴う法的アドバイス等を

含む専門的サービスの提供。顧客情報の第三者への販売を基礎とする業務範囲の開発、等

が挙げられている53。 

これらの多くは、日本においては銀行の付随業務や（銀行法 10 条 2 項）、銀行や銀行持

株会社の子会社対象会社の業務（銀行法 16 条の 2 第 1 項 11 号～15 号・52 条の 23 第 1 項

10号～14号）、になっていると考えられるが54、それを超えるような場合があるか、あると

すれば立法的に手直しをすべきではないかが問われる。例えば、付随業務や子会社対象会

社の業務等とすればそれに課せられている制限、例えば、子会社にする場合の内閣総理大

臣による認可要件、付随業務に関する収入依存度規制、分量において固有業務を超えない

という制限、銀行業務との機能的な親近性やリスクの同質性の制限、固有業務を遂行する

中で正当に生じた余剰能力の活用の範囲の制限、等の制限を課すべきか等が55、検討を要

する課題であろう。これらの業務の多くは、既に銀行が有しているデータやスキル等を活

用するビジネスであり、新たな投資が必要な場合は少なく、フィー・ビジネスが殆どで、

銀行に財務的な負担をかける心配は少ない（監督指針の挙げる、その他付随業務の認定要

件と一致するとも言えよう）。また、利益相反の可能性も少ない。Ⅴ(1)①～⑦に列挙した

業務範囲規制の趣旨に照らし、これらの業務を銀行やその子会社、兄弟会社、関連会社等

 
52 Ford, supra note 20 at 14 et seq. なお、古澤・前掲注 11)24 頁～27 頁参照。 
53 Ford, supra note 20 at 15~17. 
54 例えば、いわゆるデータバンク業務が付随業務として銀行法 10 条 2 項 20 号により認め

られ、Fintech 会社を子会社化することが、銀行法施行規則 17 条の 5の 2 により認められ

た。 
55 銀行法 16 条の 2 第 7項～9 項、「銀行法第 16 条の 2 第 11 項及び第 52 条の 23 第 10 項の

規定並びに銀行法施行規則第 17 条の 2 第 1 項第１号、第 2 項第 2 号及び第 14 項但書並び

に第 34 条の 16 第 12 項但書の規定に基づき従属業務を営む会社が銀行若しくは銀行持株

会社又はそれらの子会社その他これらに類する者のために従属業務を営んでいるかどうか

について金融庁長官が定める基準を定める件」（平成 14・3・29 金融庁告示第 34 号）、

「主要行等向けの総合的な監督指針」Ⅴ-3-2(4)。 
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が営むことが問題になることはあまりないと考えられるため、個人情報保護の規制等が及

ぶことは当然として、銀行の業務範囲規制や株式保有規制や関連会社業務範囲規制上は、

広く認めるような解釈や立法がなされるべきであろう。 

 
(4) 主要株主規制と分離原則 

 それから日本に固有の問題として、銀行やその子会社・兄弟会社・関連会社には業務範

囲規制や自己資本比率規制や早期是正措置等の財務規制が課せられているのに、銀行主要

株主やそのグループ会社には業務範囲規制や財務規制が課せられていないという、規制の

アンバランスが存在している。Ⅱで述べたように、このようなアンバランスが生じたのは、

平成 10 年（1998 年）と 14 年（2002 年）の銀行法改正により銀行持株会社規制や主要株主

規制が整備された際の特殊な事情のためであった。即ち当時は、日本は平成 9 年（1997 年）

からの金融危機にあり、銀行を活性化することが非常に重要と考えられた。そのためには

非金融業の会社が銀行業に参入できるようにする必要があるという考えが有力であった56。

そこで非金融業の会社が銀行業に参入しやすくするために、銀行の主要株主には業務範囲

規制や財務規制を課さないことにしたのである。その結果、ソニーが支配するソニー銀行

や、セブンイレブン・ジャパンが支配するセブン銀行、楽天が支配する楽天銀行等が生ま

れることになった。 

しかし、非金融業のリスクが銀行に及ぶことや銀行業と非金融業の間の利益相反を防ぐ

という業務範囲規制や株式保有規制の趣旨からは、このようなアンバランスは解消される

必要がある。非金融業を営む事業会社に銀行が支配されることによる銀行業務へのリスク

の波及や利益相反の問題は、銀行が非金融業を営む事業会社を子会社とする場合のリスク

の波及や利益相反の問題より小さいとは言えない。銀行やその子会社・兄弟会社・関連会

社の業務範囲規制と銀行主要株主やそのグループ会社の業務範囲規制は整合性がとれてい

る必要がある。banking と commerce の分離原則を維持するのであれば、銀行の主要株主

やそのグループ会社にも銀行子会社等と同様の業務範囲規制をかけるべきであろうし57、

逆に、銀行主要株主やそのグループ会社に関する業務範囲規制を導入しないのであれば、

銀行、その子会社・兄弟会社・関連会社の業務範囲規制や持株規制も廃止乃至見直しをす

ることが筋であろう。なお財務規制についても同様の問題があるが、自己資本比率規制は

国際的な規制であるため、銀行グループに対する規制を廃止することは困難であろう。 
 
Ⅵ 結び 

 それでは以上論じたように、我が国の銀行を巡る状況が激変する中で、銀行の業務範囲

規制や持株規制等はどのように見直されるべきであろうか。根本的には、banking と

commerce の分離原則は維持されるべきであろうか。それとも見直されるべきであろうか。

 
56 前掲・注 27)報告書参照。 
57 銀行持株会社における持株会社の定義が、子会社の株式等の取得価額が総資産の額の原

則 100 分の 50 超とされていることに問題がある（銀行法 2条 12 項・13 項）。アメリカの

連邦銀行持株会社法におけるように、議決権基準等により支配力のある銀行主要株主は銀

行持株会社と看做すという立法等があり得よう。 
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見直すとすればどのようにどこまで見直されるべきであろうか。 

 一つの基本的な論点は、銀行経営の健全性を重視して、銀行が非金融業の経営に進出す

ることを制限し、健全性重視という銀行の保守的な企業風土（カルチャー）を維持するべ

きかという問題にある。Ⅴ(2)で論じたように銀行には、基本的に安全な融資とその回収、

そして安全な決済方法の提供を第一にする保守的な企業風土があり、それが銀行の健全性

を守って来たともいえる。ところが銀行が事業リスクをとる非金融業の経営に進出するこ

とは、利益相反の問題を生じるだけでなく、従来の保守的な企業風土に反する行為である

ため、失敗する危険も大きく、銀行の健全性を損なう恐れがあるという考えがある58。 

但し前述したように、この考えは、銀行が保守的な金融業に専念していれば、安全に一

定の収益を得ることができるという前提に立っている。ところがその前提が異常な低金利

と決済方法の変化により崩れようとしていることは、Ⅲで論じたところである。もし銀行

業務に関する保守的な考え方を維持するのであれば、伝統的な銀行業務の範囲内で、海外

の銀行におけるように、口座維持管理手数料の徴収を認めるほか、非常にコストがかかっ

ている銀行間決済システムやその料金体系の見直し、その他銀行や銀行グループの組織、

事業の在り方を根本的に見直すとともに、Ⅴ(3)で論じたように、新たな Fintech や IT に

関連する業務を金融業の範囲内と認めて、収益性を高める工夫が必要であろう。これらの

ことは銀行の業務範囲の拡大の有無に関わらず必要な改革であろう。 

しかしそのような方向だけで銀行の将来を開くことができるかは、未知数である。むし

ろ思い切って、banking と commerce の分離原則を廃止し、銀行が積極的に非金融事業リ

スクをとれるようにすることによって、銀行の新たな可能性を開くべきだという考え方も

あろう。銀行は保守的な企業風土を捨てて、積極的に非金融事業活動もすることによって

存続を図るべきだし、それによって経済全体の向上にも貢献できるという考えである。そ

こまで銀行は追い詰められていると考えるわけである。但し、銀行の伝統的な企業風土と

異なる非金融事業でどこまで収益を挙げられるかは未知数である。前述したように、分離

原則のないドイツの銀行は事業会社の株式を保有しているが、そこからどれだけの利益を

得ているかは明らかではない59。分離原則を廃止した場合、具体的にどのような収益性の

ある行動を銀行がとれるか、実証的・具体的な検討が必要であろう。また、非金融事業に

伴うリスクを、大口信用供与規制（銀行法 13 条の 2）、取締役等に対する信用供与の制限

（同法 14 条）、特定関係者との取引へのアームズレングス・ルールの適用（同法 13 条の

2）、銀行持株会社に係る同一人に対する信用供与限度規制（同法 52 条の 22）、そして銀行

グループに対する Basel AccordⅢ規制、銀行やグループ企業への検査・監督（「主要行等

向けの総合的な監督指針」Ⅴ）等、現行の規制体系で監視し、チェックできるのか、等の

検証が必要であろう。更には、万一、それらによりリスクを抑え込めなかったときのシス

テミック・リスクに対処する態勢ができているか（預金保険法、金融機能強化法等や日本

銀行による Lender of the Last Resort 機能）、の検証も必要であろう。銀行グループ内に

大きな非金融事業を営む部門が存在する場合に、ブリッジバンク等の預金保険法や金融機

能の再生のための緊急措置に関する法律等の枠組みで十分に対応できるか、等の検証であ

 
58 但し、前掲注 50)参照。 
59 松井・前掲注 21)2 頁・17 頁以下参照。 
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る。 

これらのことを考え併せると当面は、banking と commerce の分離原則は維持しつつ近

年の銀行法改正や監督指針の改正が行われてきたように、徐々に安全性と必要性を考慮し

て、同原則の例外を拡大していくことが穏当かもしれない。特に、Ⅴ(3)のようにⅤ(1)①

～⑦に列挙した業務範囲規制の趣旨に反する可能性が少ない場合については、銀行の業務

範囲規制や持株規制から除外ないし規制緩和をする方向がまずとられるべきであろう。 

そのうえで、同原則を廃止する場合に必要な上記の検討を行ったうえで、将来的には同

原則を廃止することも考えられよう。但しその場合でも、イギリスのリング・フェンスや

ドイツ、フランスの規制に見られるように、例外的に特に危険性が高いと考えられる業務

については、業務範囲規制や持株規制等を残す必要があろう。その場合、銀行主要株主に

ついてもそのような業務との間では業務範囲規制をかける方向で、規制のレベル・プレイ

ン・フィールドが実現されるべきであろう。かつて銀行が破綻したケースにおいて、支配

株主や経営者の関連会社への不健全融資が破綻の原因になった例が多かったことは、その

必要性を感じさせるためである。また、銀行の主要株主が破綻するような場合、当該銀行

自体の財務が健全でも、レピュテーション・リスクが発生して、当該銀行に対する取付が

起きるようなことも、恐れられるためである。 

                                   以  上 


